
「令和６年度 北海道大学連携型起業家育成施設入居企業等支援業務」 

企画提案説明書 

 

１ 業務名 

令和６年度 北海道大学連携型起業家育成施設入居企業等支援業務 

 

２ 業務内容 

 「令和６年度 北海道大学連携型起業家育成施設入居企業等支援業務」に係る企

画提案仕様書のとおり。 

 ※本事業に係る委託費は、令和６年第１回定例市議会において予算案として提出

される予定であり、委託契約及び事業の執行は予算案の議決が条件となる。 

 

３ 選定方法及び選定数 

⑴ 事業を受託する事業者（以下、「受託者」という｡）は、公募型企画競争（プロ

ポーザル）方式により選定するものとする。 

⑵ 応募のあった事業者の企画提案書を、「令和６年度 北海道大学連携型起業家

育成施設入居企業等支援業務」企画競争実施委員会（以下、「実施委員会」という。）

において審査の上、１事業者を選定する。 

 

４ 応募資格 

 応募者は次の条件をすべて満たすものとする。 

⑴ 札幌市内に本社又は営業所等の拠点を有するものであること。 

⑵ 企画提案方式による応募を行う時点において、札幌市指名競争入札への参加資

格を有すること。 

⑶ 会社更生法による更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に

よる再生手続開始の申立てがなされている者（手続開始の決定後の者は除く。）等

経営状態が著しく不健全な者でないこと。 

⑷ 企画書の提出期限において、札幌市競争入札参加停止等措置要領の規定に基づ

く参加停止の措置を受けている期間中でないこと。 

⑸ 本業務の履行に際しては、ＩＭとは別に業務の管理及び統括を行う者１名の設

置が可能であること。 

⑹ 起業・事業化支援など、本件と類似する業務の履行経験を有していること。 

⑺ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 号に規定する暴力

団その他反社会的団体である者又はそれらの構成員が行う活動への関与が認め

られる者でないこと。 



 

５ 企画提案に係るスケジュール（予定） 

⑴ 事業実施に関する質問の受付及び回答 

：令和６年２月６日（火）17 時 00 分まで 

⑵ 参加意向申出書の提出締切日：令和６年２月８日（木）17 時 00 分まで 

⑶ 企画提案書の提出締切日  ：令和６年２月 13 日（火）16 時 00 分まで 

⑷ 企画提案書の書面審査   ：２月中旬※提案者が６者未満の場合は実施しない 

⑸ プレゼンテーションの実施 ：２月下旬 

⑹ 選定事業者の決定、契約等 ：３月上旬 

 

６ 質問及び回答 

⑴ 質問方法 

 質問がある場合は、所定の質問書（様式４）に質問の要旨を簡潔に記入し、下

記のメールアドレス宛に電子メールで送信すること。 

 電子メールのタイトルは「令和６年度 北海道大学連携型起業家育成施設入居

企業等支援業務 質問書（事業者名）」とする。 

 電子メール以外での質問は受け付けない。 

○電子メールアドレス：bio@city.sapporo.jp 

⑵ 質問期間（予定） 

 令和６年２月６日（火）17 時 00 分まで 

⑶ 回答方法 

 質問者には随時回答するとともに、広く周知した方が良いと判断されるものは、

質問者の名を伏せて札幌市公式ホームページで公表する。 

・ホームページ  

【https://www.city.sapporo.jp/keizai/keiyaku/bio/hokudaibs2024.html】 

 

 

 

７ 参加意向申出書（様式１）の提出 

 企画提案への参加を希望する事業者は、下記のとおり、参加意向申出書を提出す

ること。 

⑴ 提出期限（予定） 

 令和６年２月８日（木）17 時 00 分まで 

⑵ 提出方法 

 郵送または持参とする（平日８時 45 分～17 時 15 分まで） 



⑶ 提出先 

〒060-8611 

札幌市中央区北１条西２丁目 札幌市役所本庁舎 15 階南側 

札幌市経済観光局経済戦略推進部 イノベーション推進課 

⑷ その他 

 提出期限までに参加意向申出書を提出しない場合は、企画提案書の提出を認め

ないものとする。 

 

８ 企画提案書の提出 

⑴ 提案内容 

 「令和６年度 北海道大学連携型起業家育成施設入居企業等支援業務」に係る

企画提案仕様書のとおり。 

⑵ 提出書類 

  下記様式について、電子データ（正本・副本）をメールにより提出すること。 

正本は下記(ｱ)～(ｴ)、副本は(ｲ)～(ｴ)の構成とする。 

また、正本にのみ、提案事業所の名称、事業所の所在地、代表者の記名、押印、 

責任者の氏名、電話番号、ＦＡＸ番号を記載し、副本には、提案事業者を特定可 

能な記載は行わないこと。 

ア 企画提案申込書（様式２） 

イ 企画提案者概要（様式３） 

ウ 企画書（自由様式） 

エ 積算書（自由様式。積算根拠がわかるように記載すること。なお、本積算額

は、企画書が選定された提出者との契約額を確約するものではない｡） 

・ウに掲げる企画書の分量は、添付資料等を含めて、最大でＡ４版 10 ページ程

度までとする。添付資料等を追加する場合は、極力Ａ４版とすること。 

・副本については、表紙及び中身を含め提案事業者名を特定できる表現は一切

記載しないこと。 

⑶ 提出方法、提出先及び提出期限 

ア 提出方法 

 電子メール 

イ 提出先 

   札幌市経済観光局経済戦略推進部 イノベーション推進課 三沢、紙谷 

   E メール：bio@city.sapporo.jp 

ウ 提出期限（予定） 

 令和６年２月 13 日（火）16 時 00 分【必着】 



９ 書面審査の実施 

 本事業の企画提案者が６者以上となった場合、下記「12 審査基準」の基準によ

り、企画提案書の書面審査を行い、プレゼンテーション審査を行う上位５者までの

企画提案を選定し、企画提案提出者に通知するものとする。 

 

10 プレゼンテーション審査の実施 

 本市の指定する日時に、書面審査を通過した事業者（※応募者が５者以内の場合

は応募者全員）のプレゼンテーション審査を実施する。 

⑴ プレゼンテーション審査実施日及び実施場所 

○実施日：令和６年２月下旬 

○実施場所：札幌市役所本庁舎内会議室 

※詳細は別途通知いたします。 

⑵ 実施方法 

ア 出席者は３人以内とする。 

イ 持ち時間は 25 分間（説明 15 分間、質疑応答 10 分間）程度とし、本市の指定

した時刻から順次行う。 

ウ プレゼンテーションに出席しない提案者の提案は無効とする。 

エ 事前に提出された企画提案書に基づいて提案するものとし、当日の資料追加、

は認めないものとする。 

 

11 選定結果の通知 

 ⑴ 通知方法 

   選定結果の通知は郵送もしくは電子メールで行う。 

 ⑵ 質問方法 

 選定結果に質問がある場合は質問の要旨を簡潔に記入し、下記のメールアドレ

ス宛に電子メールで送信すること。 

 電子メールのタイトルは「令和６年度 北海道大学連携型起業家育成施設入居

企業等支援業務 選定結果質問書（事業者名）」とする。 

 電子メール以外での質問は受け付けない。 

○電子メールアドレス：bio@city.sapporo.jp 

 ⑶ 質問期限 

   札幌市公式ホームページに選定結果が公表されてから暦７日間以内とする。 

⑷ 回答方法 

 質問者には随時回答するとともに、広く周知した方が良いと判断されるものは、

質問者の名を伏せて札幌市公式ホームページで公表する。 



・ホームページ  

【https://www.city.sapporo.jp/keizai/keiyaku/bio/hokudaibs2024.html】 

 

12 審査基準 

 審査は、次表に示す審査項目による総合点数方式とし、委員会委員の評価の合計

点数が高い順に契約候補者とする。総合得点が同点の企画提案書がある時は、委員

会で協議の上、選定するものとする。 

 なお、総合得点満点の６割を最低基準点と定め、最低基準点に満たない場合は、

契約候補者としない。また、提案者が１者であっても、最低基準点を超えたときは、

契約候補者として選定する。 

 

審査項目と配点 審査基準 

１ 業務遂行能力【30 点】 

①執行体制 

（15 点） 

・業務を実施するにあたり、適切な経歴を有している

か。また、業務を円滑に進めるために必要かつ十分な

体制であるか。 

②類似業務実績 

（15 点） 

・委託業務の実行力を示す類似業務の実績があるか。 

 

２ 企画提案内容【70 点】 

①企画提案全般 

（20 点） 

・企業支援等の専門的な知識が十分に備わっている

か。また、産業振興上の意義を理解した上での提案と

なっているか。 

②施設入居者へのハンズオン支援 

（15 点） 

・入居企業へのハンズオン支援の手法等が効果的な提

案となっているか。 

③産業支援施設・中小企業支援施策の

有効活用による企業支援 

（15 点） 

・産業支援施設・中小企業支援施策を有効活用する提

案となっているか。 

④関係機関との連携による企業支援 

（15 点） 

・関係機関と連携し、効果的な事業運営が可能な提案

となっているか。 

⑤入居予定企業の発掘及び誘致 

（5 点） 

・入居予定企業の発掘及び誘致について、有効なネッ

トワーク体制の構築が可能であるか。 

 

13 その他の留意事項 

⑴ 企画提案に係る一切の費用は、企画提案者の負担とする。 

⑵ 提出のあった企画提案書等は返却しない。 

⑶ 提出された企画提案書の訂正、追加、再提出は認めない。 

⑷ 同一の事業者からの複数の企画提案書の提出は認めない。 



⑸ 提出した書類等は、札幌市情報公開条例（平成 11 年 12 月 14 日条例第 41 号）

の規定により、公開する場合がある。 

⑹ 委託者と受託者との契約内容は、企画提案された内容を踏まえ、協議のうえ決

定する。なお、協議が整わない場合は、受託者を変更することがある。 

 

【問い合わせ先】 

〒060-8611 札幌市中央区北１条西２丁目 札幌市役所本庁舎 15 階南側 

札幌市経済観光局経済戦略推進部 イノベーション推進課 

担当：紙谷、三沢 

TEL  011-211-2379  ／ E メール bio@city.sapporo.jp 


